
　
県
の
決
算
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

平
成
30
年
度
の
決
算
規
模
は
、
歳
入
・

歳
出
共
に
前
年
度
並
み
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入

　
歳
入
総
額
は
７
３
５
３
億
円
で
前
年
度

に
比
べ
て
３
億
円
（
０・
０
％
）
増
加
し

ま
し
た
。
県
税
収
入
は
、
企
業
業
績
の
改

善
に
よ
る
法
人
の
県
民
税
お
よ
び
事
業
税

の
増
や
、
給
与
所
得
が
増
加
し
た
こ
と
に

よ
る
個
人
の
県
民
税
の
増
な
ど
に
よ
り

49
億
円
（
２・０
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

歳
出

　
歳
出
総
額
は
７
２
８
０
億
円
で
前
年
度

に
比
べ
て
２
億
円
（
０・
０
％
）
増
加
し

ま
し
た
。

　
義
務
的
経
費
の
う
ち
人
件
費
は
、
教
職

員
数
の
減
な
ど
に
よ
り
前
年
度
に
比
べ
て

45
億
円
（
２・０
％
）
減
少
し
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
は
、
群
馬
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ

ン
セ
ン
タ
ー
「
Ｇ
メ
ッ
セ
群
馬
」
や
特
別

支
援
学
校
の
整
備
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度

に
比
べ
て
53
億
円
（
４・
３
％
）
増
加
し

ま
し
た
。

　
そ
の
他
経
費
は
、
社
会
保
障
関
係
経
費

の
増
な
ど
に
よ
り
、
補
助
費
等
が
27
億
円

増
加（
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
の
設
置・

移
行
に
伴
う
影
響
分
を
除
く
）し
、前
年
度

に
比
べ
て
14
億
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

県
債
残
高

　
県
の
借
金
で
あ
る
県
債
の
年
度
末
残
高

は
、
前
年
度
に
比
べ
て
１
５
８
億
円

（
１・３
％
）増
加
し
ま
し
た
。こ
の
う
ち
臨

時
財
政
対
策
債
を
除
い
た
県
債
残
高
は
、

前
年
度
に
比
べ
て
12
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

積
立
基
金
残
高

　
県
が
自
由
に
使
え
る
貯
金
に
当
た
る
積

立
基
金
（
財
政
調
整
基
金
、
減
債
基
金
）

の
年
度
末
残
高
は
、
前
年
度
に
比
べ
８
億

円（
６・
１
％
）
増
加
し
１
３
８
億
円
と
な

り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
令
和
元
年
度
当
初

予
算
の
財
源
と
し
て
89
億
円
を
取
り
崩
し

た
他
、
そ
の
後
の
補
正
予
算
に
よ
り
積
み

立
て
や
取
り
崩
し
を
行
っ
て
お
り
、
９
月

補
正
後
の
元
年
度
末
残
高
見
込
み
は
44
億

円
と
、
厳
し
い
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　
県
の
中
期
財
政
見
通
し
を
作
成
し
ま
し
た
。

　
少
子
高
齢
化
に
伴
う
社
会
保
障
関
係
経

費
の
増
加
な
ど
、
地
方
財
政
を
巡
る
環
境

は
厳
し
さ
を
増
し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た

中
で
中
・
長
期
的
な
視
点
を
持
ち
、
持
続

可
能
な
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
現
在
の
状
態
が
継
続
し
た

場
合
に
、
今
後
の
県
の
財
政
が
ど
う
な
る

の
か
を
推
計
し
ま
し
た
。

【
今
後
の
財
源
不
足
の
推
計
】

　
今
後
も
、
毎
年
２
０
０
億
円
前
後
の
財

源
不
足
額
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　
財
源
不
足
額
解
消
の
た
め
に
基
金
を
取

り
崩
し
た
場
合
、
積
立
基
金
（
貯
金
）
は

枯
渇
し
、
大
規
模
な
災
害
が
起
き
た
場
合

な
ど
に
対
応
し
き
れ
な
く
な
り
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
貯
金
を
取
り
崩
し
て
も
ま
だ

足
り
な
い
分
を
県
債
（
借
金
）
発
行
で
賄

っ
た
場
合
、
県
債
残
高
は
増
加
し
続
け
、

将
来
に
わ
た
り
県
債
の
返
済
に
予
算
が
割

か
れ
ま
す
。
そ
の
分
、
医
療
・
福
祉
、
教

育
・
子
育
て
、
道
路
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
の

維
持
・
整
備
と
い
っ
た
県
民
サ
ー
ビ
ス
に

使
え
る
予
算
が
減
少
し
て
し
ま
い
ま
す
。

【
今
後
の
対
応
】

　
県
は
行
財
政
改
革
を
通
じ
て
財
政
の
健

全
性
を
確
保
し
、
積
立
基
金
の
取
り
崩
し

や
県
債
発
行
に
頼
ら
な
い
財
政
運
営
を
目

指
し
て
い
き
ま
す
。

中
期
財
政
見
通
し

※表示単位未満を四捨五入しているため、前年度比
が一致しないものがあります

歳入総額 Ａ

決算の概要 （単位：億円）

歳出総額 Ｂ
歳入歳出差引  Ｃ＝A－B
翌年度に支払うことが
決まっているもの  Ｄ
実質収支 Ｅ＝Ｃ－Ｄ
積立基金残高
県債残高

臨時財政対策債
臨時財政対策債
以外の県債

平成
30年度

平成
29年度

前年度比
(%)

7,353 7,349 0.0
0.07,280 7,277

73 72 1.4

45 40 12.2

28 32 ▲12.1
138 130 6.1

12,434 12,276 1.3
5,530 5,384 2.7

6,905 6,892 0.2

☎
０
２
７
・
２
２
６・
２
０
９
８

※
詳
し
く
は
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ご

覧
に
な
れ
ま
す
（
県
決
算
…https://

w
w

w
.pref.gunm

a.jp/cate_list/ 
ct00004990.htm

l　

中
期
財
政
見

通
し
…https://w

w
w

.pref.gunm
a. 

jp/07/a2100666.htm
l

）

問
い
合
わ
せ
先
　
県
庁
財
政
課

中期財政見通し

県決算

7,100

7,150

7,200

7,250

7,300

7,350

7,400

7,450

7,500

7,550 （単位 :億円）

令和元 ２ ３ 4 5 6

今後の財源不足額の推計
貯金の取り崩し…114億円
（積立基金89億円、その他基金25億円）
借金（財源対策的な起債）…79億円
※退職手当債および行政改革推進債 毎年200億円前後の赤字が見込まれる

7,499

7,303

財源
不足額
196

7,509

7,322

財源
不足額
187

7,475

7,265

財源
不足額
210

7,458

7,260

財源
不足額
198

7,427

7,231

財源
不足額
196

7,511

7,318

財源
不足額
193

【
対
応
】

【推計の考え方】…税収の水準や制度、県の判断で決定できる歳出（裁量的経費）の規模などが現在の水準で推移したものと仮定して推計

■歳出合計　■歳入合計

（年度）

244 346 298 298 274 273 253 159 130 44138

7,992 

7,820 

7,604 
7,394 

7,183 7,183 

6,962 6,962 
6,848 

6,768 

6,892 6,905 

7,078 
7,210 

7,291 
7,394 

7,485 
7,547 
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令和平成

0
2

0
3

0
4

0
5

0
6

（単位 :億円）

■積立基金　　県債残高

積立基金残高・県債残高の推移と見通し

（年度）

赤字解消のために借金を続けると、県債残高は増加
→県民サービスに使える予算が減少

赤字解消のために積立基金は
枯渇
→大規模災害が起きた場合に
対応しきれない

歳入歳出

県税
2,486

（33.8%）

県税
2,486

（33.8%）

学校の先生
などの人件費
1,499

（20.6%）

学校の先生
などの人件費
1,499

（20.6%）

警察官などの人件費
335（4.6%）
警察官などの人件費
335（4.6%）

人件費　2,174（29.9%）
（教育職員＋警察職員＋県庁職員）
人件費　2,174（29.9%）
（教育職員＋警察職員＋県庁職員）

県庁職員などの人件費
340（4.7%）
県庁職員などの人件費
340（4.7%）

扶助費
281（3.9%）
扶助費
281（3.9%）

公債費
1,019

（14.0%）

公債費
1,019

（14.0%）
普通建設
事業費
1,275

（17.5%）

普通建設
事業費
1,275

（17.5%）

自主
財源

3,782
（51.4%）

自主
財源

3,782
（51.4%）

義務的
経費

3,474
（47.8%）

その他
経費

2,521
（34.6%）

その他
538

（7.4%）

その他
538

（7.4%）

補助費等
1,983

（27.2%）

補助費等
1,983

（27.2%）

投資的経費
1,286

（17.6%）

災害復旧
事業費

11（0.1%）

災害復旧
事業費

11（0.1%）

依存
財源
3,570

（48.6%）

依存
財源
3,570

（48.6%）

県債
1,088

（14.8%）

県債
1,088

（14.8%）

臨時財政
対策債
448

（6.1%）

臨時財政
対策債
448

（6.1%）

地方消費税清算金
766（10.4%）
地方消費税清算金
766（10.4%）

その他収入
531（7.2%）
その他収入

531（7.2%）地方譲与税その他 
372（5.1%）
地方譲与税その他 
372（5.1%）

国庫支出金
853（11.6%）
国庫支出金
853（11.6%）

地方交付税
1,258（17.1%）
地方交付税
1,258（17.1%）

（単位：億円）
※端数処理の関係で、合計と一致しない場合があります

歳入総額 7,３５３億円　歳出総額 7,280億円　

義務的経費… 任意に削減することが困難な経費

投資的経費… 将来にわたり使用される施設などの
建設費

扶 助 費… 生活保護費や児童手当など、住民福
祉を支えるための経費

公 債 費… これまでに借り入れた県債の返済金
と利子

補 助 費 等… 負担金、補助金など、県から市町村
や民間に対して交付される経費

　　　　　… 最終消費地に地方消費税の税収を帰
属させるため、都道府県の間で清算
を行うもの

地方譲与税…国税として集められ、国から県に譲渡
されるお金

国庫支出金…使い道を決めて、国から支払われるお金
　　　　　… 地方交付税の不足分の一部を、いっ

たん県で借金をして賄っておくために
発行する県債

地方交付税… いったん国が税として集め、その一定
割合が地方公共団体に配分されるお金

地方消費税
清算金

臨時財政対
策債

群
馬
県

一
般
会
計
決

平成 年度30

算

（4）ぐんま広報　令和元年12月 1日発行


